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インドネシアの「観光村」を対象とした
サービス・ラーニングの導入可能性に関する考察
Feasibility Study on Service Learning at “Tourist Village” in Indonesia
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　本稿では，サ ビース・ラー ニング（SL）の定義や条件をめぐる議論を整理することによって，筆者が和歌山大
学で担当するインドネシアの海外短期研修プログラムにおいて，SL の導入と実践可能性について検討した。そ
の結果，学生が体験・調査した「観光村」において，住民にサ ビースを提供しつつ学生の学びにつなげる双
方向の利益が得られる可能性を見いだした。また，SLを開始する以前から学生が関与していくことも学習過程
の一部として位置づけることの重要性を指摘した。
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1.　はじめに
　2000 年代に入り，国内の大学では国内外の地域社
会と連携して，学生が大学における学習成果（ラーニ
ング）を地域社会で社会貢献（サ ビース）として還
元する，「サ ビース・ラー ニング（以下，SLとする。）」が
広範に取り組まれている。「人間力」の涵養や「グロー
バル人材」の育成が社会から大学に求められている
現状において，SL は有効な教育手法の一つとして注目
されている。
　しかし，SLと位置づけるプログラムの中には，SL「的」
なもの，SLと位置づける段階にはないプログラムがある
など多種多様である。これは SL の理解をめぐる担当
者や関係者の混乱があること，SL が日本の教育的文
脈に位置づけられるに至るまでの経緯などが影響して
いることが考えられる。
　本稿では，SL の定義や条件をめぐる議論を整理する
ことによって，現在筆者が和歌山大学で担当するインド
ネシアの海外短期研修プログラムにおいて，SL の導入
と実践可能性について検討することを目的とする。
　構成としては，2.において SL が日本に導入された経
緯を背景として，SL の定義に関する先行研究の簡単な
整理を行う。また，SLに基づいて実施される教育がど
のような学習過程を経るのかについて，「PARCD サイク
ル」を提唱する長沼の議論を概観する。3. では，現行
のインドネシアの海外短期研修プログラムの概要と，訪
問先のひとつである「観光村」の SL 導入を検討す
るに至った経緯にふれる。続く4.において，その「観
光村」における活動内容と成果を明らかにする。5. で
は，SL の議論をもとに，観光村訪問におけるSL 導入の
可能性について検討するとともに，SLに関する若干の
理論的な示唆をおこなう。
2.　大学におけるサ ビース・ラーニング（SL）
2.1　日本におけるSL 導入の背景
　先行研究で明らかなように SL は 1960 ～ 70 年代の
米国において地域社会の荒廃と学生の無気力化など
の問題が生じたことに対して，地域と学校が連携した教
育のあり方を模索する中で登場したものである（唐木，
2010; 長沼，2015）[1]。その後，1980 年代以降に大学
のカリキュラムに取り入れられ単位認定がおこなわれる
ようになった。1900 年代初頭のジョン・デュ イーらによ
る体験学習理論にもとづいて，学校は教育の再生をは
かるためにサ ビースにもとづいた学習の効果や意欲を
喚起させる手法を採用していった（長沼，2015）。米
国政府も1990 年には全国および地域サ ビース法 1990
（National and Community Service Act of 1990），1993
年には全国および地域サ ビース信託法 1993（National 
and Community Service Trust Act of 1993）の発効を
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通じて，SLを実施する学校に対して支援・普及を促した
（長沼，2015）。
　日本において SL が教育に導入されるようになったの
は 2000 年代である。ただし，日本ではそれ以前から「ボ
ランティア学習」の実践と研究がなされていた。引き
続き長沼によれば，1980 年代初頭から「ボランティア学
習」が提唱され，主に初等・中等教育において推進が
図られてきたという。そして阪神淡路大震災を契機に
ボランティア活動が全国的に普及し，大学においてもボ
ランティア学習が実践されるようになる1990 年代後半
に SL が紹介されるようになった（長沼，2015）。2000
年代に入ると，中央教育審議会（中教審）は答申「青
少年の奉仕活動・体験活動の推進方策について」
の中で，大学等高等教育機関における「SL 科目」と
いう名称での開設を推奨する。さらに，2008 年には同
じく中教審答申「学士課程教育の構築に向けて」の
中で，学士力向上に向けた教育改革の一つとして，「双
方向型学習」の展開を挙げた。その具体例に，体験
活動を含む多様な教育方法を取り入れるべきとし，その
一つが SL であると述べられている（藤山，2011; 長沼，
2015）。このように日本では 1990 年代後半にボランティ
アが普及し，大学でもボランティア学習や研究が蓄積さ
れてきた。そこに 2000 年代に入って米国からSL が
伝わる頃には「学士力」や「グローバル人材」を重
視する教育政策を背景に SL が大学を中心に実践さ
れるようになった（長沼，2015）。
2.2　SL の定義をめぐる議論
　SLに求められる要素とは何かという点をめぐっては様々
な議論が行われている。桜井・津止は，SL の特徴として，
第 1にサ ビースを通じて，現実社会へ何らかのインパクトを
与えることであり，第 2として単なる体験ではなく，構造化さ
れた教育的取組みである，とする（桜井・津止，2009）。
　また，JacobyやNational Service-Learning Clearinghouse
による定義から江藤は SLに必要な要素をラーニング
の観点をより強調する形で以下の 2 点に整理する。
第 1 は，サ ビース（社会貢献活動）を通して社会にイ
ンパクトが与えられることであり，与えられた課題ではな
く，学生自身が問題意識を持ち課題に向かい合うことも
重要である。第 2 は，単なるボランティア体験ではなく，
構造化された教育的な取り組みである。単にボランティ
ア活動をすればいいのではなく，あらかじめ設定された
教育目標を達成するための，座学や事前学習と，活動中
に自己評価を行い，事前想定との乖離を調整する機会
の設定がされていなくてはならない（江藤，2016）。
　さらに，SLと他の社会活動との違いについて山下は，
奉仕活動がチャリティや援助活動，インター ンシップを職
業体験のための活動，公民教育は社会の秩序の維持
と発展を目指す市民の育成を目的とするのに対して，SL
は学生が単に地域の奉仕活動に携わるだけではなく，
学術的目標を持ち，学術的修養につながるふりかえりを
伴う活動教育である。同時に，学生の社会への責任感
を育てる学術的奉仕でもあるとする（山下，2017）。
　また，和栗は Felten & Clayton（2011）の論考から，
多種多様に展開されているSL が，以下の 3 点を共通
項としていると指摘する。第 1 は，学習目的（専門分
野の知識および市民性涵養）とコミュニティの目的双
方に効果を上げるもの。第 2 は，学生，教職員，コミュニ
ティ住民，コミュニティ組織，教育機関の間で，共有された
目的を達成するため，そしてお互いの能力構築のため
の，互恵的な協働を伴うもの。第 3に，有意義な学びと
サ ビース活動を実現するための，意図的に設計・実施
されたクリティカル・リフレクションとアセスメントを伴うもの，
である（和栗，2015）。ここでは，クリティカル・リフレクショ
ン，一般的には「振り返り」といわれるものが意図的に
教育的取り組みの中に含まれていることに言及するだ
図 1　Fruco による SL 概念図（志々田，2007,p.49 より抜粋）
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けでなく，SLに関わるすべての主体が互恵的な協働関
係を構築していることが強調されている。
　さきほどの山下が議論する他の社会活動と学習
方法の特性の違いをより明確に説明したのが，Fruco
（1996）である。Fruco は図 1 のように活動の受益
者（サ ビースの利用者か提供者か）と活動のねらい
（サ ビースか学習か）という2 つの指標に基づいて，「ボ
ランティア活動」「コミュニティサ ビース」「SL」「フィー
ルド教育」「インター ンシップ」の 5 つの学習方法に分
類した（森定，2014; 志々田，2007; 藤山，2011）。
　森定の解説によれば，ボランティア活動は，サ ビース提
供が主目的で，主たる受益者はサ ビースを受ける側で
ある[2]。提供者側がボランティア活動をすることによって
利益や学びを得ることがあったとしても，それは意図され
た成果ではない。コミュニティサ ビースの特性はボラン
ティア活動と同様であるが，サ ビース提供がボランティア
よりも長期化，ルーティン化する傾向があり，そこから提供
者も学びを得るという。インター ンシップは，学習者自身
のアカデミックな学習や職業的な成長を強化する現場
体験として設けられているため，主たる受益者はサ ビー
ス提供者側である。フィー ルド教育は，カリキュラムに関
連した形で社会の実践的課題に対する学習活動が中
心である。したがって，主たる受益者はサ ビース提供者
側となる（森定，2014）。
　これに対して，SL はサ ビースの提供者・利用者双方
が利益を受け，学習とサ ビースの双方が求められてい
る。学習を通じて獲得された知識や技術によってサー
ビス提供者側が提供するサ ビースが利用者側に利益
をもたらす。それが学習による振り返りを通じて提供者
にもアカデミックな利益をもたらす仕組みである（森定，
2014）。
　以上の議論から，海外短期研修プログラムに SLを
導入する際には，①サ ビースの利用者（コミュニティ）
と提供者（学生）双方において，前者はニーズに応
じたサ ビースが提供される，後者は学びを得て学習目
標が達成されるという利益がもたらされること。②前
掲の①を達成すべく教育的な取り組みやカリキュラム
の中に，明確な教育目標に基づいた意図的な学習過程
（Learning Process）（長沼，2015）が設計され位置
づけられること，が必要である。
2.3　SL に求められる学習過程
　ボランティア学習の知見から長沼は学習過程とし
て「PARCD サイクル」を提唱する（長沼，2010; 長
沼 2015）。それは，「準備学習（Preparation）」，「活
動（Action）」，「振り返り（Reﬂection）」，「認め合い
（Celebration）」，「発信・提言（Diffusion）」の 5 段
階から構成される（図 2）。
　「準備学習」では，指導者が活動の目的や場所を予
め決めていることが多いが，可能な限り参加者（学生）
が主体的に決定できるようにする。活動の企画やその
工夫，現地の活動に必要となるマナー，さらに海外の活
動では異文化への配慮などについて事前の学習を重
ねなければならない。
　実際の「活動体験」は，準備した活動を実践する。
それはニーズにあった活動であり，その体験や他者との
図 2　ボランティア学習の学習過程「PARCD サイクル」（長沼，2010,p.41 より引用）
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出会いから学ぶ。
　次に，その活動体験が体験のみで終わらないように，
「振り返り」をおこなう。長沼によれば「振り返り」に
は「内向き」と「外向き」の 2 つのベクトルがある（長沼，
2015）。体験による発見や気づきを言語化し，自分にとっ
ての活動の意義や有益性を意識化することが「内向
き」である。「外向き」とは，自分が得た発見や気づき
を他者と共有することである。この「振り返り」が SL
の「サ ビース（社会参加・貢献）」と「ラー ニング（学
び）」を接続する手段となる（和栗，2015）。
　「認め合い」の段階では，参加者から受け入れ側コ
ミュニティや関係者に感謝することと，逆に受け入れ側
から参加者に対する肯定的な声かけをおこなう，という
「双方向の認め合い」（長沼，2010）である。これによ
り参加者は，社会的有用感や自己肯定感を得る「発信・
提言」の段階では，参加者が学んだことや発見したこ
とを整理して発信・提言することによって学びの再統合
を図ることである。内部の報告書のみで終わるのでは
なく，様 な々手段で他者や広く社会に発信，提言すること
によって，貢献意識の再確認や社会的有用感を強くす
ることが可能となる[3]。
3.　「インドネシア・プログラム」の展開
3.1　プログラムの概要
　和歌山大学において 2012 年度（2013 年 3月）か
ら毎年実施している海外短期研修プログラム「インドネ
シア・プログラム（以下，IPとする）」は，教養科目「海
外語学・社会演習 F」（2 単位）として配置されてい
る[4]。履修対象者は全学部および全回生であり，10 月
頃に参加学生を募る。その後、11 月後半から翌年 2
月前半までが事前研修期間となり，3 月に約 2 週間イン
ドネシアに渡航する。4 月から5 月の約 2ヶ月間が事
後研修期間となっている。2012 年度から2016 年度ま
でに合計 62 名、平均 12 名程度の参加があった[5]。
　IP の目的は，第 1 が現地大学との交流を通じた異文
化理解 , 第 2 が「開発問題・国際協力」分野の見
学とボランティア体験を通じた学習意欲の向上 ,キャリ
アパスに対する意識涵養である。そのため約 2 週間
の中で , 例年様々な場所に訪問し , 交流・視察・体
験が配置されている。
3.2　活動内容の詳細（第 1 回～第 4 回）
　第 1回から第 4回までの IPの活動内容は,視察先・
交流先に少し差違があるものの , 概ね同様である。こ
こでは ,ほぼ毎回実施する活動内容を紹介する。
　（1）主な活動内容
　　①日本大使館訪問
　　 　在インドネシア日本国大使館の広報文化部に
訪問し , 館員の方から日本・インドネシア関係，イン
ドネシア事情について約 2 時間にわたり講演，質
疑応答をしていただく。
　　②国際協力活動の現場視察
　　 　国際協力機構（JICA）による国際協力の現
場を視察する。眼に見えるインフラ支援としては、
30 年以上にわたって整備を進めるジャカルタ漁港
整備事業の視察と最初から携わっている開発コ
ンサルタントの方との懇談をおこなう。
　　 　また , 制度や人材育成支援として ,10 年以上
実施されている警察改革プロジェクトの現場視察
とJICA 専門家（現職警察官）との懇談をおこなっ
ている。
　　 ③ゴミ最終処分場地域のコミュニティ・スクー ルに
おけるボランティア活動
　　 　ゴミ回収で生計を営む家庭の児童や生徒が通
うコミュニティ・スクー ル[6]において，教育交流のボラ
ンティア活動を行っている。交流内容は，事前講
義の過程で参加学生の立案により準備を進める。
　　 　なお，本活動は，同じく和歌山大学の学生が結成
した国際協力団体の教育支援ボランティア活動
に相乗りする形で実施されている[7]。また，全ての
活動において，現地の私立大学であるダルマ・プ
ルサダ大学（UNSADA）の参加も得て 3 者によ
る合同ボランティア活動となっている。
　　④交流協定大学との文化交流および言語学習
　　 　ジャカルタを中心に各地にキャンパスを持つ私
立大学ビナ・ヌサンタラ大学（BINUS）とは，双
方で自国の文化紹介やパフォー マンスを披露しあ
う文化交流，およびホームステイ体験を行っている。
ここでも文化紹介やパフォー マンス内容は，参加
学生の企画立案による。
　　 　さらに，渡航期間の後半においては，地方都市で
あるジョグジャカルタに移動し，国立ガジャマダ大学
（UGM）に滞在する。外国人にインドネシア語
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や文化を教育するセンター にて，基礎インドネシア
語学習と都市計画や観光開発に関する特別講
義を受ける。滞在期間中は参加学生にひとりず
つ現地学生がバディとして付き添い，通訳や様々
な意見交換をおこなう仕組みになっている。
　　⑤被災地復興見学および文化体験
　　 　滞在期間の最終には世界遺産ボロブドゥー ル
寺院やその近くに位置する火山の噴火被災跡の
見学をおこなう。また，無形文化遺産として登録さ
れている臈纈染め（バティック）体験といった文
化体験も行っている。
　以上のように，約 2 週間（実際には 17 ～ 18日間程
度）の中で様々な活動内容が含まれている。本プロ
グラムの特徴として指摘できることは，既述であるが①
交流・視察・体験全てを行うこと，②現地の 3 つの大
学の学生とそれぞれボランティア協働，文化交流，バディ
としての交流といったタイプの異なる交流機会を得るこ
と，③国際協力の現場などで活躍する駐在邦人に接す
る機会，④現地で直接体験するだけではなく，事前に企
画立案や準備を必要とする交流やボランティア活動が
設置されている，ことである。
　（2）事前研修・事後研修
　　①事前研修
　　 　通常，事前研修は 12 月から2 月にかけて週 1 ～
2 回程度実施する。事後研修も同様であるが，参
加学生に相談した上で共通して空いている時間帯
に設定して研修時間を確保する。
　　 　事前研修でおこなう内容は 2 つである。第 1 は，
現地スケジュールにしたがって，参加学生が視察先
の概要について文献や過去の報告書から資料を
作成して発表する。事前に問題意識を高めること
によって，実際の視察や関係者との意見交換が学
びにつながるようにする。
　　 　第 2 は，交流先の大学やコミュニティ・スクー ル
のボランティアで必要な交流・活動内容の企画
立案を分担し，学生間で話し合いながら準備する
ことである。ボランティア活動の主たる対象は小・
中学生であり，学生企画の実施時間は 2 時間程
度のため日本の遊戯で交流することが多い[8]。
BINUS 大学との交流では，大学や日本文化の紹
介を劇形式やクイズ形式などを取り入れて発表す
る。また，BINUS 側がダンスや伝統舞踊，合唱など
を披露するため，IP 側もダンスや自作ム ビーーなど
を準備する。
　　 　上記以外に参加学生の一体感を高めるための
共通シャツのデザイン・製作，渡航に必要な手続き
や危機管理の確認なども行っている[9]。
　　②事後研修
　　 　事後研修は 4 月から6 月にかけて週 1 回程度
実施する。基本的な目標は，報告書の作成である。
ただし，個々人の感想や結果に終始するものではな
く，各活動を振り返り（リフレクション），それぞれの成
果や課題に対する気づき，得られた知見などを共有
する。そして参加学生全体の総意となるまで議論
を重ねたものを報告書に記載することを原則とする
[10]。
　　 　事後研修期間ではないが，参加学生の学びの
発信・提言として，報告書作成以外に行うことは，
翌年度の IP 参加学生の募集時に開催する説明
会で自らの体験や IP の魅力について説明するこ
とも含まれている[11]。
3.3　IP の転換に向けた契機（第 5 回）
　2016 年度第 5 回の IP は，上記で説明した活動内
容を一部変更することとなった。2014 年度から和歌山
大学の発案により，協定校であるカセサ トー大学（タイ）
と IP で交流するガジャマダ大学（UGM）と合同で 3
大学プログラムを開催している。初年度は，和歌山大
学が幹事校となって両大学の学生と引率教員を迎え
て，約 1 週間のプログラムを実施した[12]。以降，2 回目と
なる2015 年度（2016 年 2月）はカセサ トー大学，3 回
目となる2016 年度は UGM が幹事校となり一巡した。
このため，2016 年度は 5 回目となる IPと3 回目となる3
大学プログラムがUGMにおいて重複することとなった。
　そこで，IPとして例年 UGM でおこなう言語学習プ
ログラムではなく，3 大学プログラムとして編成し，幹事
校であるガジャマダ大学文化科学部（Faklutas Ilmu 
Budaya:FIB）内に配置される日本文学科と観光学科
が用意するプログラムに参加することとなった。表 1 が
第 5 回の IP の全日程である。このうち 10日目から14
日目までの活動内容が 3 大学プログラムに相当し，それ
以外の活動は日程の前後があるものの第 1 回から第
4 回までと同様である。
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　この 3 大学プログラムにおいて，FIB が用意したプ
ログラムの主が，ジョグジャカルタ市近郊の山間地にあ
る「観光村（Desa Wisata）」に訪問するものであっ
た。UGM 到着後に判明したことであるが，3 大学プロ
グラムのメンバーが訪問する観光村「Karang Asem」
は，UGM の観光学科が観光村の発展を支援する5カ
年のプロジェクトとして関与している観光村である。こ
のプロジェクトに携わるUGM の大学院生によると，プロ
ジェクトの目的は物的な支援ではなく，観光村のマネジメ
ントや広報促進に関する制度構築や技術移転を支援
することである。プロジェクトの対象を選定するにあたっ
ては，資金や物的支援を希望するのではなく，住民自ら
が改善への意欲を示すことを重視しているという。次
章では，IPに新たな目的を追加しうる契機となったこの
観光村訪問内容について説明する。
4.　観光村における体験・調査学習の実践
4.1　観光村の概要
　第 5 回 IPで作成された報告書（第 5 回インドネシア・
プログラム，2017）によれば，観光村とは観光客向けにイ
ンドネシアの農村における伝統文化体験や村民との交
流を観光資源として提供するために整備された村を指
す。一般的には，舞踊体験，トレッキング，料理体験，農業
体験，ホームステイなどのアクティビティが用意されてい
る。各地方政府（県相当）の観光局が，管内の村か
ら承認申請を受けて審査し，許可された村が「観光村」
となる。地方政府の承認を得ることにより，経済的支援，
広報支援，運営などに関する研修を受けることが可能と
なるという。
　訪問した観光村は，ジョグジャカルタ特別州バントゥー
ル県内に位置し，ジョグジャカルタ特別州の観光局が管
轄する。ジョグジャカルタ特別州では，①アクティビティ，
②快適性（アメニティ），③アクセス，④運営組織，⑤マー
ケティングの基準で評価しており，管内の各観光村の
発展度合いを 3 段階としている。現状では Karang 
Asem がどの位置にあるかは不明である。
4.2　観光村「Karang Asem」の体験と調査
　（1）事前研修
　3 大学プログラムでは，出発前から活動内容とし
て観光村 Karang Asemに訪問し宿泊することは分
かっていたものの，村の概要や訪問時の体験内容な
どの情報がなかった。ただ，過去の 3 大学プログラ
ムと同様に「地域資源の利活用」というテーマで
あることから，現地滞在中の観察に役立つと思われ
る視点を得るために，学生は日本国内の地域振興
や地域再生に関する事例発表と共有をはかった。
　また，幹事校の UGM 側担当者に相談して，
3 大学の学生が具体的な目標をもって観光村で
行動ができるように 5 つの調査分野を設定した。
5 分野は①社会活動（Social Activity），②文化
（Culture），③経済活動（Economic Activity），④
環境（Environment），⑤村民（Demography）となり，
3 大学の学生がそれぞれ振り分けられることとなっ
た。そして，現地調査の後にUGMキャンパスにて
調査結果の発表会も行うこととなった。
　（2）観光村の体験
　Karang Asem はジョグジャカルタ市内からは車で約
2 時間半の山間部に位置する[13]。Karang Asem 訪
問後の内容は表 2となる。約 24 時間の滞在の中で，
伝統楽器の演奏体験・披露，村民の調理による夕食，
ホームステイ（水浴び），早朝トレッキング，木材を利用
したアスレティック，ケ ターリングによる朝食，竹細工体験
と様 な々体験が用意されていたことが分かる。
表 1　第 5 回 IP のスケジュール概要（筆者作成）
日 程 内 容 地 域 
1日目 
関西空港発 
ジャカルタ着 ジャカルタ 
2日目 
午前 日本大使館訪問 
午後 市内見学 ジャカルタ 
3日目 
JICA「警察改革支援プロジェクト」見学 
ブカシ 
4日目 
ダルマ・プルサダ大学訪問 
（ボランティア活動ミーティング） ブカシ 
5日目 
学校ボランティア活動（1日目） 
（バンタル・グバン最終廃棄物処理場地域） ブカシ 
6日目 
学校ボランティア活動（2日目） 
（バンタル・グバン最終廃棄物処理場地域） ブカシ 
7日目 
学校ボランティア活動（３日目） 
（バンタル・グバン最終廃棄物処理場地域） ブカシ 
8日目 
ダルマ・プルサダ大学学生との総括ミーティング 
ブカシ 
9日目 
ビナ・ヌサンタラ大学訪問・文化交流 
ホームステイ ジャカルタ 
10日目 
ジョグジャカルタ移動（空路） 
ガジャマダ大学、カセサート大学合流・打合せ ジョグジャカルタ 
11日目 
3大学プログラム 
（開会式、大学紹介等） ジョグジャカルタ 
12日目 
3大学プログラム 
（世界遺産見学、観光村訪問・体験、宿泊） 観光村 
13日目 
3大学プログラム（観光村体験・調査） 
ジョグジャカルタ
14日目 
3大学プログラム 
（調査プレゼンテーション、閉会式） ジョグジャカルタ
15日目 
午前 ムラピ山災害復興見学 
午後 文化体験（バティック） ジョグジャカルタ
16日目 
 ジョグジャカルタ発
17日目 
 関西空港着
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　（3）観光村における聞き取り調査
　2日目の午後におこなったテーマ調査は，Karang 
Asem（地区）の役職者や観光村の運営に携わる
青年団に聞き取りをおこなうことが主であった[13]。聞
き取り内容は，たとえば Karang Asem の組織構造や
住民の構成，食文化や伝統工芸の特徴，産業構成
など多岐にわたるものであった（写真 1）。学生た
ちはジョグジャカルタに戻った後に，3 大学の学生間
で発表資料を作成した（表 1 の 14日目午前中）。
4.3　観光村体験・調査の成果
　表 1 の 14日目の午後にUGM 内会議室において，3
大学の学生と引率教員および Karang Asemに関係す
るUGM 側大学院生が参加し，5テーマの調査結果を
発表・議論を行った（写真 2）。十分とはいえない事
前の打ち合わせや極めて限られた時間内での現地調
査，調査に関する技術や知識の不足，また 3 大学学生
間のコミュニケ シーョン能力などにより，発表内容は学問
的なレベルに達しているとはいえない。しかし，それでも
発表から，Karang Asemの現状が不十分ながら垣間見
えるものとなった。
　学生の発表には，例えば，住民の主たる生計が，竹
細工（籠やざるなど）生産あるいは農業によるもので
経済的に決して余裕のある状況ではない。そのため
副業を営む家庭が多いこと，また高齢化と若者の都市
への流出が進んでいることなどがあった。そこから，住
民の観光村に対する期待があると推論する。Karang 
Asemの組織構造の発表からは，地区内には代表者会
議や婦人会，青年団などの集団があり，観光村運営に
関する上位の意思決定は代表者会議であるものの，運
営の主は青年団であることなどが発表された。観光村
の経営には，青年団が重要なアクター となっていること
が示唆された。
　以上のように，推論の域をでない結論が多々あるもの
の，3 大学の学生間で聞き取りを行い，その内容をまとめ
て資料の作成と発表を行うことを通じて結論の提示や
推論することの意義が示された。
4.4　報告書からみる成果
　帰国後の報告書において，観光村体験の総括と課
題の提示がおこなわれている（インドネシア・プログラム，
2017）。観光村としての成功が，青年層の流出を防ぎ，
地区にある伝統や文化の維持，そして周辺の自然環境
が観光資産となるが故に持続可能な管理につながるこ
とも言及し，観光村としての魅力が Karang Asemには
あると結論づける。
　他方で，課題も4 点挙げている。第 1 は，1日目は 22
時過ぎまで，2日目はトレッキングのため午前 4 時半集合
というようにアクティビティが多く配置されていること，また
家庭によってはシングルの寝床をふたりで利用したこと
による睡眠不足である。第 2 は，ホスト家族と会話する
時間が不足したこと，第 3としてバス・トイレ環境と日常
生活体験との両立，第 4に言語コミュニケーション面に
おける人材育成，および英語表記の資料や集落案内な
どの整備を指摘した。
表 2　観光村「Karang Asem」滞在中のスケジュール・体験
（第 5 回インドネシア・プログラム 2017 をもとに，筆者加筆修正）
1 
17:00  オリエン
18:00   グループ
テイ先に
20:00    再集合
楽器）
どもに
合同で
23:00    解散・
 
日 目 
テーション 
ごとにホームス
移動 
しガムラン（伝統
演奏体験および子
よる披露，および
夕食 
就寝 
2
 
04:00 トレ
08:00 アス
09:00 朝食
10:00 各自
発用
11:00   竹細
13:00 グル
査（
16:00  帰途
 日 目 
ッキング，軽食
レティック・ゲー
（ケータリング）
ホームステイ先
意 
工体験 
ープごとにテー
聞き取り） 
 
ム 
 
で出
マ調
写真 1　聞き取り調査の模様（筆者撮影）
写真 2　調査発表の模様（筆者撮影）
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　前半のふたつの指摘は，観光村体験の提供者と消
費者双方の目的に相違があることが主要因であること
が考えられる。後半の指摘は，学生自身も述べている
が外国人ツ リーストからみた課題であり，経済的観点に
おいても人的な観点においてもすぐに改善することは
困難である。そもそも住民の日常生活の「場」と国
内外のツー リストを招致する「観光村」としての両立と
いう課題のなかで，たとえば宿泊環境をホテルのように
改変することが正しいかどうかは大きな課題であろう。
　学生の調査テーマの発表や報告書を通して，山間部
にあり村を構成する一地区であるKarang Asem が，経
済的社会的に課題を抱えているものの，ひとつの解決策
として観光村を立ち上げ，外部者であるUGM の支援も
得ながら改善に努力している姿が朧気ではあるが見え
てきた[14]。
5.　観光村におけるSL への展開
5.1　「観光村」におけるSL の可能性
　観光村において，SL が可能となる前提とは何であろ
うか。1.2 の先行研究の整理から，既述のとおりサ ビー
スの利用者（コミュニティ）と提供者（学生）双方に
おいて，前者はニーズに応じたサ ビースが提供される，
後者は学びを得て学習目標が達成されるという利益が
もたらされることが求められる。これが成立する前提と
して指摘できることは，発案が利用者であれ提供者で
あれ，利用者側は自らが抱える課題をニーズとして認識
し，その課題に対する何らかの貢献（サ ビース）を提
供者に求める，ことである。または，利用者自体が認識し
ていないニーズを提供者側が発掘し，利用者にニーズと
して認識させることが考えられる。
　次に，提供者側として必要なことはサ ビースを提供す
ることによって学習目標が達成される意図的な学習過
程が形成されていることが求められる。これを可能にす
るためには利用者のニーズに応じたサ ビースを提供者
が提供することを利用者が承認することが前提となっ
ている。そもそもこの前提が成立しないことには，学習目
標を達成する学習過程を開始することができない。
　以上のことから，Karang Asemを対象にゼロからSL
を導入する場合，その実施が可能となるには次の 3 点
が満たされること、あるいはそれが成立するように行動
することが求められる。それは SL の導入をめぐる提供
者と利用者とのコミュニケ シーョン・プロセスともいえる。
第 1 は，Karang Asem 側に住民の共通認識としての
ニーズが存在することである[15]。提供者（IP）のみが
利用者にニーズがあると（勝手に）認識することでは
不十分である。提供者が利用者（住民）のニーズを
発掘した場合でも，利用者がそのニーズを自らのニーズ
として認識するプロセスが必要である。第 2 は，提供者
が利用者のニーズに貢献することを利用者が承認する
ことである[16]。利用者による承認がない場合，提供者の
サ ビースはいわゆる「善意の強制」ともなりうる。第 3は，
提供者と利用者が互いの目的や目標を明示し，双方で
承認しあうことである。提供者側は何を学習目標として
いるのか，利用者側としてはニーズが満たされる基準は
何か，である。
5.2　SL における学習過程の拡大・深化
　SLをめぐる議論の多くは，SLとして求められる学習目
標とサ ビースが意図的に設計された状況，すなわち利
用者と提供者との間で SL の実施が承認されたことを
前提としている。一般的にいって，その設計者は提供
者側では大学教員であり，利用者側の代表者との協議
によって学生の学習目標と学習過程が形成される。
　しかし，Karang Asemを対象として将来的に SLを実
施する場合，上記の前提が成立していない段階におけ
る学生の関与や学びの意義づけを図る必要がある。
この点について長沼が提唱する学習過程「PARCD
サイクル」（図 2）から示唆が得られる。「PARCD サ
イクル」にある準備学習段階では，活動体験をおこなう
目的の明確化や活動の企画，予備知識の学習をおこな
うこととなっている。第 5 回 IP では，参加学生だけでな
く教員である筆者もほぼ情報がないまま初めてKarang 
Asemに訪問することになった。そして，アクティビティの
諸体験と3 大学の学生共同による聞き取り調査によっ
て，住民による日常生活空間としての Karang Asem，およ
び観光村としての Karang Asem のそれぞれの課題が
まだ表層的なレベルながら提示された。
　今回の観光村での体験では，準備学習段階に位置
づけられる目的の明確化や活動の企画立案，予備知識
の学習に必要な基礎的な情報や住民との初歩的な交
流を学生自身が担うこととなった。本来教員が担うこと
とされるであろうSL の実施可能性を探るプロセスを学
生も担うことが，学生の学びの拡大や深化にどのように
影響を及ぼすかについては今後検討する必要がある。
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6. おわりに
　以上，先行研究の整理によるSLの定義とSLに求め
られる学習過程を検討した上で，現在筆者が担当する
インドネシアの海外短期研修プログラム（IP）の一部
において SLを導入する際の成立条件と成立に向けた
プロセスに対する学生の関与を考察した。
　海外短期研修プログラムに SLを導入する際には，
①サ ビースの利用者（コミュニティ）と提供者（学生）
双方において，前者はニーズに応じたサ ビースが提供さ
れる，後者は学びを得て学習目標が達成されるという利
益がもたらされること。②前掲の①を達成すべく教育
的な取り組みやカリキュラムの中に，明確な教育目標に
基づいた意図的な学習過程が設計され位置づけられ
ること，の 2 点を満たすことが必要とされる。
　当該の IPにおいて，SL の導入可能性を検討する契
機となったKarang Asem 観光村体験は筆者が事前に
関与せず，ほとんど情報を得ないまま実施されたもので
ある。しかし，3 大学の学生がおこなった現地の聞き取
り調査の発表内容や IP の報告書からは，今後 SLとし
てKarang Asemにサ ビースを提供しつつ学生の学び
につなげる双方向の利益が得られる可能性を見いだ
した。また，SLを開始する以前から学生が関与してい
くことも学習過程の一部として位置づけることの重要性
を指摘した。
　2018 年 3 月に実施する第 6 回 IP では，Karang 
Asem への再訪を予定している（2018 年 1 月時点）。
今回の訪問は 3 大学ではなく，UGM の観光学科およ
び日本文学科学生との合同となる。本稿による考察を
もとに，将来の SL 導入を意識した学習過程を以下のよ
うにとりいれる。①「準備学習」参加学生による
Karang Asem の訪問目的の明確化と基礎調査の準
備，②「活動体験」観光村の体験および両大学の学
生による基礎調査の実施，③「振り返り」調査実施後
の結果を両大学学生間でまとめる作業，④「認め合い」
調査結果を観光村関係者および住民に対して発表・
議論する，⑤「発信・提言」帰国後の振り返りと報告
書作成，である。とりわけ，上記④の「認め合い」とし
て調査結果を観光村で発表することが，SL の導入可
能性を検討する材料になると同時に，観光村関係者や
住民との信頼関係の形成の契機となりうる[17]。
　なお，本稿は海外体験研修プログラムの SL の導入
可能性について考察したものであり，実践の段階ではな
い。そのため，本稿は SL そのものの改善や高度化を
目的としていないこと，また，毎年参加学生が入れ替わる
プログラムにおいて，過去の体験・調査で得た知見や
人的交流の蓄積をどのように継承していくか，という実際
には重要な課題となる考察を行っていない。これらに
ついては，今後の課題としたい。
「注」
  [1]  森定によれば，米国で SL の語が初めて公的に使用された
のは，1966 年ごろとしている（森定，2014）。
  [2]  ただし、ボランティア活動による受益者はサ ビースを受ける
側だけでなく，提供者側にも利益がある。提供者には自己
充足感や知識がもたらされるだけでなく，学習意欲の向上や
活動分野における学問への貢献などにもおよぶ。実際に日
本においてもボランティア研究として蓄積されている（長沼，
2015）。
  [3]「発信・提言」の段階まで進むことによって，他者にも伝播し，
社会を変革する機会にもなる。SL は，市民性教育（シティ
ズンシップ教育）の側面を有すると長沼を述べている（長沼，
2015）。シティズシップ教育とSLの関連性については，若槻
（2015）を参照のこと。
  [4]  本プログラムは，当初和歌山大学国際教育研究センター （当
時）主催の海外短期研修プログラムとして無単位で実施し
ていたが，2015 年度より教養科目に位置づけて実施してい
る。
  [5]  和歌山大学は教育学部，経済学部，システム工学部，観光
学部の 4 学部で構成されているが ,IPには例年各学部か
ら参加がある。
  [6]  正確には，国家教育省の管轄下でノンフォー マル教育を実
施する「コミュニティ学習活動センター」である。主とし
て , 民間が運営主体となり，識字教育，9 年間の義務教育を
実施する同等のプログラム，幼児のケア，生涯教育をおこなう
（藤山，2017）。
  [7]  この国際協力系の学生団体名は，「和歌山ASEANプロジェ
クト（WAP）」である。タイとインドネシアで国際協力活動を
実施している。本団体によるインドネシアの活動概要につい
ては，藤山（2017）を参照のこと。
  [8]  コミュニティ・スクー ルのボランティア活動は，ダルマ・プルサ
ダ大学における事前打ち合わせ会議が 1日，実際の活動
が 3日間である。IP が企画・準備した活動以外の時間は，
WAP が企画する活動にボランティアとして協働参加する。
  [9]  事前研修には，WAP 企画のボランティア活動に関する合同
打合せも含まれる。
[10]  議論によってはひとつにまとめることが出来ず，結果として両
論併記や個人見解として記載することもある。
[11]  この募集説明会への参加は強制ではない。しかし，毎年ほ
とんどの参加学生が説明会で本プログラムの魅力を述べ
て，参加を促している。
[12] 「地域資源の利活用による地域振興」というテーマで農村
部と都市部のフィー ルドワ クー・体験をおこなう。最後に 3
大学の学生が混成グル プーで発表・議論をするというもの
である。
[13]  観光村であるKarang Asem は，正確には村（desa）ではなく，
それよりもひとつ下位にあたる地区（dusun）である。観光
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村として申請できる単位は，この地区となる。Karang Asem
の行政区分としては，ジョグジャカルタ特別州バントゥー ル県ド
リンゴ郡ムントゥク村カランアセム地区となる。
[14]  ただし，不十分な情報や見聞のみで，経済的社会的に課題
を抱えていると外部者が一方的に断定することは危険であ
ることを認識しておく必要がある。
[15]  ただし，ひとくちに住民の共通認識といっても，誰にとって，誰
のための共通認識なのかを外部者が見極めることは非常
に難しい場合が多い。時として，コミュニティ内の有力者や
富裕者，あるいは男性の声などがニーズとして表出されやす
く，貧困者や女性の声は外部者には届かないことがある。
[16]  特に，途上国地域のコミュニティにおいて SLを実施しようと
する場合，途上国の利用者にとって，提供者（外部者）が
有するパワ （ー権威，資金，知識，技術，発言力や影響力など）
は提供者が認識する以上に大きい場合がある。
[17]  海外体験学習では，現地体験による学習成果に重点がお
かれる結果，特に発展途上国の場合，受け入れ側の負担を
軽視する傾向がある。受け入れコストが発生すること，資源
の搾取を無意識におこなっている怖れがあることに意識す
る必要がある。大学の海外体験学習に関する最近の考
察は子島・藤原編著による文献がくわしい（子島・藤原，
2017）。
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